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１．研究の背景と目的 

陸上に蓄積されている炭素は、森林系（森林炭素蓄積量＋森林土壌炭素蓄積量）、農地系

（農地土壌炭素蓄積量）、湿地系（湿地土壌炭素蓄積量）の３系に大別できる。本研究では、

各地域で顕著な３系の分布特性を明らかにするとともに、特定のカーボンプールのみに政

策特化してよいかどうかを吟味する。例えば、森林のみを地球温暖化防止政策として考え

ることは、湿地や農地土壌等、他のカーボンプールの破壊につながる危険性があり、複数

のカーボンプールを視野に入れた評価の仕組みと政策が必要である。  

これにより気候変動枠組条約（1992）のストック管理によってカーボンバランスの安定

化をはかるという京都議定書第２約束期間以降の対応や、生物多様性条約等やラムサール

条約、森林原則等のインターリンケージの共通ベースの議論が可能になろう。  

２．研究方法 

本研究では、各種バウンダリーでの分析が可能な GIS を用い、世界農林業センサス（林

業編） (2000)、国土数値情報（土地分類メッシュ） (1973)、国土地理院「湖沼湿原調査」

(2000)を基礎データとして推計された、市区町村単位の日本列島の森林、森林土壌、湿地、

農地土壌の各炭素蓄積量の推計値（杉原・生駒・山下 2004）から、上記３系の炭素蓄積量

を求め、その各カーボンストックの推計値を地域のポートフォリオ資産とみて、地域的な

温暖化対策の組合せのベースを提示する。 

(1)ウィーバー法による地域特性分析  

まずウィーバー法により、各地域で顕著な３系のカーボンプールの分布特性を明らかに

する。ウィーバー法は、地域の土地利用や産業等を構成比で示した際に、最大構成比をし

める項目だけで代表させるのではなく、次式に基づき、それらの組合せによって代表させ

る分類方法である。  
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は理論構成比、N は組合せを構成する要素の数  

(2)地域ポートフォリオ分析による生物多様性検証 

次に、特定のカーボンプールのみに政策特化してよいかどうかを吟味する。環境問題で
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はしばしば希少種の保全が問題視され、量的に少ないものを保全する必要性が問われるこ

とがある。これに対しては、質的な要素も加味して判断するということで、生態系におけ

る位置付けと特性・機能から個別にその保全理由が説明されることが多い。３系のカーボ

ンプールに関しても、それぞれの機能の違いによる説明や、面積当り炭素ストック量によ

る説明が可能である。  

本研究ではこれに加え、多様性が高いほど生産性も高くかつ安定的という生物多様性の

関係が、カーボンプールにも成立していることを、金融工学の現代ポートフォリオ理論と

それを地域経済に応用した地域ポートフォリオ分析（安藤・中村 2004）により検証するこ

とで、総炭素蓄積量の増加を選択するならば、カーボンプールの多様性の維持が必要であ

ることを明らかにするとともに、量の多い特定のカーボンプールのみに特化してよいとい

うことにはならないということを示す。  

３．研究結果 

ウィーバー法を用いて、各市区町村のカーボンプールの特色をみると、山地では森林系

のみが、平地では農地系のみが卓越し、その中間部で森林系と農地系の組合せ、すなわち

森林・農地系や農地・森林系がみられる。数は少ないが北海道などの湿地が多い地域で森

林系、農地系、湿地系の３系の組合せが認められる地域もある。  

次に、ポートフォリオ曲線推計のため、yを炭素蓄積量の標準偏差（リスク）、xを炭素
蓄積量の合計（リターン）とおいた回帰分析の結果、y = -0.585E-08x 2  +0.482x -74853.195

という回帰式が求められ（F検定 1%水準で有意かつ決定係数が 0.921）、このモデルの説明

率が高いことがわかる。 

 炭素蓄積量の標準偏差と炭素蓄積量の合計の相関が高いことから、炭素蓄積量の要素を

多様化することが、安定的かつ総炭素蓄積量増にも貢献すると考えられ、そのことは生態

系の多様性が高いほど生産性も高くかつ安定的という関係とも整合的である。逆説的なが

ら、生態学的アプローチにより同様の結果を得て、カーボン・ストックにより担保された

証券を考えるとすると、ポートフォリオ理論に整合的であるといえよう。  
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